
（平成２１年６月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年９月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年９月から 43年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、毎月定期的に町内会長宅へ出向

き納付していた。 

    国民年金手帳の申立期間の印紙検認記録欄には、検認印は押されていな

いものの、赤鉛筆で日付が記載されている。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年７月に任意加入被保険者として国民年金に加入し、国

民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付して

いる上、45 年 10 月以降は付加保険料も納付しており、申立人の保険料の納

付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間は７か月と比較的短期間であるとともに、申立期間の前後

は納付済みであり、申立人の生活状況に大きな変化は認められないことから、

国民年金保険料の納付が困難であったとは考え難く、申立期間のみが未納と

されているのは不自然である。 

   さらに、申立期間当時、申立人が居住していた地区の集金人の名前は申立

人が記憶していた者と一致することがＡ市の資料により確認でき、申立人の

主張に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45年 10 月から 47年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 47年３月まで 

    会社を退職し、昭和 46 年８月に実家のあるＡ町に転居した。翌年の 47

年の春から秋にかけて、Ａ町役場の年金担当職員２人が自宅を訪問し、国

民年金に空白があるので納付してほしい旨の説明を受けたので、保険料を

納付した。当時の説明では、会社に勤務していた期間は空白である、との

ことであった。申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ町役場の職員に納付したと主張

しており、Ａ町によると、当該職員は申立期間当時、国民年金担当課に所属

していることから、申立人の主張には不自然な点は見られない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年 11 月ごろに払い出さ

れたものと推認され、国民年金保険料を納付した当時の申立人の加入に至る

経緯、納付状況についての記憶は具体的かつ鮮明であり、その内容は確認で

きた当時の状況と合致し、申立内容を裏付けるものとなっていることから、

申立期間のうち、47 年 11 月の時点で保険料を納付することが可能であった

45 年 10 月から 47 年３月までの保険料については納付していたものと認めら

れる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 45 年９月については、国民年金手帳記号番号

が払い出された 47 年 11 月の時点では、時効により国民年金保険料を納付で

きない期間であり、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情は見当たらない。 



また、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45 年 10月から 47 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



熊本国民年金 事案 401 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年４月から 40 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から 40年７月まで 

    申立期間については、「ねんきん特別便」で、国民年金に未加入とされ

ており、社会保険事務所に記録確認の調査を依頼したが、申立期間につい

ては納付の事実が確認できないとの回答をもらった。国民年金には自らＡ

町役場で加入の手続を行い、申立期間の保険料は一括で納付したので、申

立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自らＡ町役場で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年

金保険料は当時、退職に伴い支給された給付金を原資として一括で納付した

と主張しており、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況を具体的かつ詳

細に記憶していることから、申立内容に不自然な点は見られない。 

   また、申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金

保険料をすべて納付している上、申立人の保険料を一緒に納付していたとす

る申立人の母親も申立期間は納付済であり、保険料の未納期間は無い。 

   さらに、Ａ町役場が申立人に交付した国民年金保険料領収証には、資格取

得日を昭和 39 年４月 18 日と記載しているが、同町が保管する国民年金被保

険者名簿には資格取得日を 40 年８月３日と記載し、同領収証の昭和 41 年度

の国民年金保険料領収日を「42.4.18」とする役場職員の押印があるにもかか

わらず、同名簿には「44.10.4」と記載するなど、行政側の記録管理に不適切

な取扱いがあったことが認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 402 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から同年６月まで 

    市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を銀行か町内会に

自分で毎月納付していた。申立期間の領収書は無いが、申立期間の国民年

金保険料は夫婦一緒に納付している。申立期間について、私の保険料のみ

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、国民年金手帳記号番号が払

い出された後は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している上、

申立人が保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は、すべて納付済み

となっていることから、申立人の国民年金保険料の納付意識は高かったもの

と考えられる。 

   また、申立人は、申立期間の前後において、生活状況に大きな変化は無か

ったとしていることから、申立期間の国民年金保険料の納付が困難であった

とは考え難く、申立人の保険料のみ未納とされているのは不自然である。 

   さらに、申立人が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとする申立

内容は具体的であり、その内容は当時の国民年金の納付状況に照らしても不

自然さは無い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本厚生年金 事案 203 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成元年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 18 万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 10月 30日から同年 11月１日まで 

    私は、平成元年７月 24 日にＡ社に入社し、同社社長の意向で、同年８月

８日から同社に在籍したままＢ社に出向した。 

    その後、平成元年 11 月１日に正式にＢ社の社員となったが、同年 10 月

30 日及び同月 31 日についての厚生年金保険の加入記録が空白となってい

る。 

    私は、Ａ社及びＢ社に在籍していたときに欠勤したことは一度も無く、

平成元年 10 月 30 日及び同月 31 日については間違いなく出勤しており、同

年 10 月分の厚生年金保険料が源泉徴収されていることも給料明細書で確認

できるので、申立期間について、厚生年金保険被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給料明細書は、申立人がＡ社及びＢ社に在籍してい

たすべての期間に係るものであり、かつ申立期間を含むものであることから、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

   また、平成元年 10 月分の給料明細書には、事業所名がＢ社と記載されてい

るが、社会保険事務所の記録によれば、申立期間当時、Ａ社及びＢ社の事業

主は同一であったことが確認でき、Ａ社は、申立人に係る厚生年金保険の資



格喪失日を同年 10 月 30 日と届け出ていることから、同月 29 日までの期間に

係る給料については、同社在籍中のものであると考えられ、当該給料明細書

に記載されている出勤日数及び給料支給額から判断すると、同月 30 日及び同

月 31 日についても同社に出勤し、当該２日間分の給料が同社により申立人に

対して支払われていたことが推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間についてＡ社により厚

生年金保険料を給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間に係る給料明細書に

記載されている厚生年金保険料の控除額から、18 万円とすることが妥当であ

る。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は当時の資料が無いため不明であるとし

ているが、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書の写しにおける申立人の資格喪失日は、社会保険事務所の記録どおり

の平成元年 10 月 30 日となっていることから、事業主が同日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は事業主に対して、同年 10 月の厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 204 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成５年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30 万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 12月 31日から５年７月１日まで 

    昭和 63 年 12 月から平成５年６月までＡ社に勤めていたことは間違いな

いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した申立期間に係る給与支給明細書及び雇用保険の加入記録

により、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する給与支給明

細書の控除額から、30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は現存していない上、元事業主への確認ができず不明であるが、事業主が

資格喪失日を平成５年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所

がこれを４年 12 月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る平成４年 12 月から５年６月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



熊本国民年金 事案 403 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年 11 月から 44 年４月までの期間、44 年５月から 46 年７

月までの期間、46 年８月から 47 年３月までの期間、47 年 10 月、48 年２月

から同年７月までの期間、49 年４月、50 年５月から同年８月までの期間、53

年２月から 54 年４月までの期間、55 年５月から同年７月までの期間及び 57

年８月から 58 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月から 44 年４月まで 

             ② 昭和 44年５月から 46年７月まで 

             ③ 昭和 46年８月から 47年３月まで 

             ④ 昭和 47年 10月 

             ⑤ 昭和 48年２月から同年７月まで 

             ⑥ 昭和 49年４月 

             ⑦ 昭和 50年５月から同年８月まで 

             ⑧ 昭和 53年２月から 54年４月まで 

             ⑨ 昭和 55年５月から同年７月まで 

             ⑩ 昭和 57年８月から 58年３月まで 

    申立期間は、厚生年金保険の無い事業所で仕事をしており、私が区役所

あるいは市役所で国民年金保険料を納付していた。申立期間が未納とされ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る国民年金手帳記号番号の払出時期は、昭和 59 年５

月 31 日以降と推認され、その時点では、申立期間⑩を除き、時効により保険

料を納付することができない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、社会保険庁の記録では、申立期間はいずれも前後の期間が厚生年金



保険の被保険者期間であり、厚生年金保険と国民年金との切替えに関する記

録は、平成 13 年３月５日に追加処理されていることが確認できることから、

申立期間⑩を含む申立期間は、申立期間当時、国民年金の未加入期間であり、

国民年金保険料が納付されていたものとは考え難い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本厚生年金 事案 205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月１日から 38年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ事業所に勤務して

いた期間について、加入の記録が無いという回答をもらった。同事業所に

勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間において期間の特定はできないものの、Ａ事業所に勤務

していたことは同僚の証言から推認できる。 

   しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 39 年 10 月１日であり、申立期間は適用事業所ではない

上、同事業所は 42 年６月 25 日に適用事業所ではなくなっており、申立人の

勤務状況及び厚生年金保険料の控除の事実を確認することができない。 

   また、申立人が挙げている同僚のうち２人については、Ａ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿に氏名の記載は無く、同僚１人については、

同事業所が適用事業所となった昭和 39 年 10 月１日に厚生年金被保険者とな

っている。 

   さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無く、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 206 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から同年 11月 26日まで 

    昭和 29 年４月にＡ社に入社し、30年６月 11 日まで勤務したが、29 年４

月１日から同年 11 月 26 日までの厚生年金保険期間が無いので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間についてＡ社に勤務していたことは、同僚の証言により

推認できる。 

   しかし、Ａ社は現存しておらず、事業主の連絡先は不明であるため、申立

人の厚生年金保険の控除の事実を確認できる関連資料を得ることができない。 

   また、申立期間当時の同僚についても、見習期間の数箇月は厚生年金保険

に加入していないとの証言が得られることから、Ａ社では、入社後直ちに従

業員を厚生年金保険に加入させていたわけではないことがうかがえる。 

   さらに、申立人が、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無く、このほ

か申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料及

び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 207 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月１日から 45年１月１日まで 

    厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ社には、昭和 42 年

６月１日から 46 年９月 14 日まで勤務していたにもかかわらず、申立期間

について加入の記録が無いという回答をもらった。申立期間に同社に勤務

していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していたことは、雇用保険の加入

記録及び同僚の証言から推認できる。 

   しかし、Ａ社は、申立期間当時の賃金台帳等を保管しておらず、申立期間

に係る申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除の事実を確認することが

できない。 

   また、申立人は、申立人より前から勤務していた同職種の同僚が昭和 42 年

当時在籍していたと述べているが、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票では、当該同僚の資格取得日は 43 年３月１

日となっていることから、同社では、入社後直ちにすべての社員を厚生年金

保険に加入させていた事情はうかがえない。 

   さらに、申立人が、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる

関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 208 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 40年３月３日まで 

             ② 昭和 41年 11月 16日から 43 年 10月１日まで 

    社会保険事務所の記録では、昭和 40 年３月３日から 41 年 11 月 16 日ま

でＡ社に勤務したことになっているが、私は 39 年４月１日から 43年 10 月

１日まで継続して勤務しており、同社の社長から、申立期間については厚

生年金保険料も控除されていたという証明書をもらっているので、厚生年

金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人がＡ社に勤務していたことは、期間の特定はできないものの、同社

に係る同僚の証言により推認できる。 

   しかし、申立人は、「申立期間の途中でＢ市からＣ市に転居した後も、昭

和 43 年 10 月１日までＡ社の厚生年金保険被保険者として継続して工事を請

け負っていた。」と述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号は申立人

が厚生年金保険被保険者であったと主張する昭和 42 年２月にＣ市で払い出さ

れ、41 年 11 月 19 日に国民年金の被保険者資格を取得していることが確認で

き、申立人の主張には不自然な点がみられる。 

   また、社会保険事務所の記録によれば、当該事務所に係る申立人の厚生年

金保険被保険者の資格取得日及び喪失日は、雇用保険の記録と一致している

ことが確認できる。 

   さらに、Ａ社は、「申立期間当時の資料は保管されていない上、申立人が

携わっていた工事部門の厚生年金保険被保険者は途中から資格喪失させて請

負で工事を発注していた。」と回答している。このことについて、申立人が

挙げたＡ社に係る同僚２人からは、「Ａ社では、勤務していた期間の途中か



ら厚生年金保険被保険者ではなくなって、請負で工事をしていた。」との証

言が得られるなど、申立人が申立期間②において厚生年金保険被保険者であ

った事情はうかがえないほか、いずれの申立期間に係る申立人の勤務状況及

び厚生年金保険料の控除に関する証言は得られない。 

   加えて、申立人が、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書、所得税源泉徴収票等の資料は無く、このほ

か、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料

及び周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


